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経営発達支援計画の概要 

実施者名 
豊明市商工会 （法人番号 2180005007632） 

豊明市    （地方公共団体コード 232297） 

実施期間 令和 7年 4月 1日～令和 12年 3月 31日 

目標 

（１）豊明市の都市づくり計画（都市計画、道路計画、工業団地・福祉）に即した地域の課題を

解決し魅力を醸成する小規模事業者の育成 

（２）次代を見据えた、DX 化による小規模事業者の技術・サービス・経営力の維持向上 

（３）地域の課題を解決し地域に必要不可欠な存在となりうる、小規模事業者の育成 

（創業・事業承継含む） 

事業内容 

３ 地域の経済動向調査に関すること 
（１）愛知県商工会連合会が行っている中小企業景況調査報告書を公表し外部経営環境の変

化について理解を進め、経営判断に利用してもらうと共に、経営分析及び事業計画策定
等にも活用する。 

（２）本会地域内会員１００事業所に対して、経済動向等を問うアンケートを実施、回答デ
ータの集計・分析・提供を行い、経営判断等にも活用する。 

４ 需要動向調査に関すること 
（１）市民・消費者へのアンケート調査の実施 
（２）各種情報統計サイトの調査結果の分析と取りまとめ 

調査結果をもとに効果的な事業戦略を立案するための羅針盤とする。商品・サービスの
開発・改善に役立てる。 

５ 経営状況の分析に関すること 
（１）財務分析：中小企業基盤整備機構の「経営自己診断システム」を用いて分析する。 
（２）非財務分析：自社の状況や市場でのポジションを把握するため SWOT分析を実施する。 

財務分析と非財務分析により多角的に分析して経営課題を抽出・整理する。 
６ 事業計画策定支援に関すること 
（１）経営分析を行った小規模事業者・創業支援セミナー、ＤＸ化支援セミナーの参加者を

対象とする。必要に応じて外部専門家を交え、事業計画策定の支援を行う。 
（２）豊明市等行政と近隣商工会と連携して創業支援セミナーを開催し、創業支援を行うと

ともに、円滑な事業承継を希望する小規模事業者を対象に伴走型の支援を実施する。 
（３）創業に関するノウハウが不足する起業希望者を対象に創業塾を開催し伴走型の支援を

実施する。 
（４）ＤＸに関する意識の醸成や基礎知識を習得するため、またＩＴツールの導入や Web サ

イト構築等の取組を推進していくために DX化支援セミナーを開催する。 
７ 事業計画策定後の実施支援に関すること 
（１）事業計画の進捗管理について、四半期ごとに確認して、計画と実績のギャップを分析

し、課題を可視化するとともに、新たな目標や計画の調整を提案する。 
（２）具体的なアクションプランを作成し、スケジュールや優先順位を明確化しつつ、外部

機関の協力（金融機関等）や補助金の活用で資源不足を補う。 
（３）ＤＸの導入支援として、適切なデジタルツールの選定や専門家との対話の場を設け、

課題解決をサポートする。 
（４）小規模事業者が自律的に行動できるよう、小さな成功体験を共有し、他の小規模事業

者の成功事例を紹介することで継続的なモチベーションを支援する。 
８ 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 
（１）「ビジネスマッチング交流会」を開催することにより、小規模事業者相互の連携等取

引促進、販路拡大を支援する。 
（２）メッセナゴヤ等各機関主催の展示会への出展支援を行う。 
（３）ＳＮＳを利活用し新たな商圏の開拓を目指す。 
（４）商工会まつりを小規模事業者のＰＲの場として今まで以上に活用する。 

連絡先 

豊明市商工会 〒470-1125 愛知県豊明市三崎町中ノ坪５− １ 

電話 0562-93-6666 FAX 0562-92-7711 Email info@toyoake.net 

豊明市経済建設部産業支援課 〒470-1195 愛知県豊明市新田町子持松１− １ 

電話 0562-92-8332 FAX 0562-92-1141 Email sangyo@city.toyoake.lg.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１ 目標 

（１）地域の現状及び課題 

【現状】 

① 立地状況 

豊明市は愛知県中央部のやや西部に位置し、名古屋市の東南に隣接するベッドタウ

ンとして発展している。名鉄名古屋本線を利用すれば名古屋市中心部まで約 30分、ま

た伊勢湾岸自動車道の豊明インターチェンジを有し、車でのアクセスも便利である。

歴史に関する観光資源や地域密着型商業が発展しており、自動車関連を中心とした工

業も盛んである。教育機関の充実も特徴であり、今後のさらなる発展が期待される地

域である。 

ア 基本情報  人口: 67,925 人（令和 6年 11月 1日） 面積: 23.22㎢ 

69,027 人（令和 2年 3月 31 日） 

イ 歴史 

豊明市は古くから歴史の舞台となっており、特に桶狭間の戦い（1560 年）が有名

である。豊明市は「大金星のまち とよあけ」をキャッチフレーズに PR している。 

ウ 商業の特徴 

ロードサイド型店舗 国道 1号線に商業施設が集積しており、車でのアクセスが容

易で地域住民を主な顧客としている。 

地元商店街 日用品や地元特産品を扱う商店が多く、軽トラ市などのイベントを

通じて地域と密着している。 

エ 工業の特徴 

交通の利便性 名古屋第二環状自動車道（名二環）、国道 1号線・23 号線、名鉄

名古屋本線などが発達し、物流や人材の移動が容易である。 

工業団地 自動車部品や金属加工、機械製造を行う企業が多く、特に自動車関連

産業が盛んである。 

市の支援 地元企業の育成や持続可能な発展を目指し、インフラ整備を推進して

いる。 

【豊明市商工業者数】 
商工業

者数 

会員業種別内訳（構成比） 

建設業 製造業 卸売業 小売業 飲食業 

宿泊業 

サービス

業等 

その他 

1,901 235 

（12％） 

328 

（17％） 

73 

（4％） 

413 

（22％） 

254 

（13％） 

479 

（25％） 

119 

（7％） 

（令和３年経済センサス） 
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【豊明市商工会員の状況】 

（豊明市商工会 会員数 業種別内訳） 

総 

会員数 
定款会員

除く 

会員業種別内訳（構成比） 

建設業 製造業 卸売業 小売業 飲食業 

 

宿泊業 サービス

業等 

1,052 225 

（21％） 

161 

（15％） 

42 

（4％） 

172 

（16％） 

96 

（9％） 

3 

（1％） 

353 

（34％） 

（令和６年３月３１日時点） 

【小規模事業者数の推移】 

  平成２８年 1,558件  令和３年 1,433件     （各経済センサスより） 

 

オ 教育機関 

藤田医科大学 医学・看護・リハビリテーション分野で高い評価を受ける医療専

門大学。附属病院を有し、実践的な教育を行っている。 

愛知県立豊明高校 特にイラストレーション部が全国的に有名で、「まんが甲子

園」に 16回以上出場し、令和６年には全国 6位の実績を残した。卒業生の多く

が漫画家やクリエイターを目指している。 

星城高校 多くの部活が好成績を上げており、男子バレーボール部が春の高校バ

レーやインターハイで優勝の実績がある。文化部のメディア部では地域のイベン

トやプロジェクトに協力し、映像や写真を提供している。 

   

 カ 観光 

桶狭間古戦場伝説地 毎年「桶狭間古戦場まつり」が開催されている。 

二村山 山頂の展望台からは、豊明市全域を見渡せ、晴れていれば猿投山や伊吹  

山、御嶽山までを一望でき、古くから景勝地として知られている。 

豊明消防署 消防車や訓練を間近で見ることができる劇場型消防署として有名。 

愛知豊明花き地方卸売市場 鉢花の観賞用植物の取引日本一、世界で５位を誇る。 

 

② 第５次豊明市総合計画について 

第５次豊明市総合計画は、豊明市の将来像を描き、その実現に向けて具体的な施

策を示した計画である。この計画では、市民が安心して暮らせるまち、快適で住み

やすいまち、そして活気あふれるまちを目指している。 

 

ア 計画期間 平成 28 年度～令和 7年度 

イ 特徴 

・市民参加 市民の意見を積極的に取り入れ計画を策定。 

・多様な価値観の尊重 様々な世代や背景を持つ市民が共生できるまちを目指す。 

ウ 持続可能な開発環境への負荷を軽減し、将来世代にも良い環境を引き継ぐことを 

目指している。 

地域との連携: 地域団体や企業と連携し、まちづくりを進めている。 
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③ 豊明市の都市計画  

豊明市は交通の利便性などを活かして持続可能な「誰一人取り残さないまち」を目

指している。市北東部では刈谷ハイウェイオアシスのスマートインターチェンジにも

アクセスできる県道名古屋岡崎線（５６号線）の整備が進み、その沿道では県企業庁

による柿ノ木工業団地の開発と進出企業の募集が進み各区画は令和7年度以降に企業

に引き渡される。 

さらに市内２か所住宅系の土地区画整備事業が進行中で、住宅が完成すると新しい

若い世代の人口流入も期待できる。 

  子育てに関する施策の充実が「住みやすさ」の指標となるが、豊明市は「こどもま

んなかまちづくり」を合言葉に子育て支援策を充実させ、小学校の跡施設を整備した

共生交流プラザ「カラット」ではファミリー層向けのイベントが年間を通して数多く

開かれている。交通弱者向けに、豊明市公共施設巡回バス（ひまわりバス）や民間企

業が事業主体の「チョイソコ」という、病院、薬局、買い物など高齢者の生活や健康

に必要な特定の目的地へ定額の運賃で乗車予約制で移動する豊明市発祥の乗り合い

送迎サービスがある。 

 

ア 豊明間米南部土地区画整理事業 

  第３次豊明市都市計画マスタープランの将来都市  

構造図で居住ゾーンに位置づけられており、本市に  

おける玄関口かつ都市拠点である前後駅と健康医療 

福祉拠点である藤田医科大学病院を結ぶ交流連携軸 

上に位置していることから、生活利便性の高い住宅 

地の形成が可能な地区となっている。 

施行期間 令和4年度から12年度まで  

地区面積 約19.27ha 

計画戸数・計画人口 約570戸 ／ 約1,288人 

・前後駅と藤田医科大学を結ぶ導線にあり、現在も  

この区画を歩く学生も多い。 

 

イ 豊明寺池土地区画整理事業 

第３次豊明市都市計画マスタープランの将来都市  

構造図で居住ゾーンに位置付けられてお 

り、都市拠点である市役所から約１km圏内 

かつ既成市街地に隣接していることから、 

既存の都市拠点の利便性を享受すること 

が可能な地区となっている。 

施行期間 令和元年度から令和7年度  

地区面積 約5.93ha 

計画戸数・計画人口 約220戸／約484人 

 

・豊明寺池土地区画には、令和７年度に商  

業ゾーンへ大規模小売店舗「オ―クワ豊  

明店（スーパーマーケット）と無印良品オークワ豊明店（衣料品店）及びスギ薬局 

が開店予定である。 
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ウ 柿ノ木工業団地の新規開発 

  豊明市は、名古屋市や西三河地域のベッドタウンとし  

て長年成長してきたことにより、市内外の積極的な工場 

立地を可能とする土地が少ないため、市外からの企業誘 

致及び市内企業の流出防止を目的として、愛知県企業庁 

により「柿ノ木工業団地」を開発することが決定した。 

・開発計画の概要 

所在地：豊明市沓掛町地内 

開発面積：約16.5ha 

分譲面積：約12.1ha 

事業期間：令和2年10月～令和7年8月（予定） 

引渡時期：令和7年10月（予定） 

交通条件：伊勢湾岸自動車道刈谷スマートICから約3km 

伊勢湾岸自動車道豊明ICから約5km 

名古屋鉄道名古屋本線豊明駅から約4km 

 

エ 豊明市の土地開発計画 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                国道１号線 

現状では、豊明市の北東から南西に続く県道５７号線（地図上のオレンジ色のライン）と

市南部を走る伊勢湾岸自動車道豊明ＩＣや国道１号線、国道２３号線が交差するポイ

ントに自動車が集中していたが、県道５６号線が開通（赤色のライン）し、工業団地の

造成が進むと、流通（ひと・もの）の流れとして、豊明市の北東から豊明市南東の刈谷

スマートＩＣへの流れも生まれる。豊明市が通過点とならぬよう車の流れを増やした

い。 

刈谷 PA・スマート IC 

柿ノ木工業団地 

名古屋岡崎線 豊明刈谷工区 

寺池土地区画 

間米南部土地区画 
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④ 当商工会の小規模事業者支援の現況 

  小規模事業者の抱える課題に対して経営指導員が個別に経営相談を実施し、経営状

況の分析、事業計画の策定支援及び計画策定後のフォローアップをはじめ、金融、労

務、税務、取引などの各種の案件に対して支援するほか、販路拡大や経営改善などに

ついては商工会の各部会や、委員会の実施する事業に積極的に参加を呼びかけ、経営

支援を後方から側面的に補完するものとなっている。 

  商業・サービス部会は年末大謝恩セールによる販路拡大・売上増加支援を実施して

いる。さらに経営セミナーを開催することにより参加者の知識モチベーション向上を

図っている。工業・建設部会については先進地の視察による経営力向上支援や従業員

表彰による事業者の福利厚生制度の充実を図っている。広報情報委員会については地

域情報誌掲載による商工業者の広報機会の創出、商工会まつり実行委員会については

地域振興と商工業者の販路拡大のためのイベントの企画運営、観光・地域振興委員会

は買い物グルメツアーや観劇会など会員事業所の福利厚生の充実を図っている。 

 
商工会の組織図 

 

正副会長会議 

会長 副会長 幹部理事      

 

                  

                 理 事 会        監 事 

 

 

部会  委員会 

商業・サービス部会 広報情報委員会 

工業・建設部会  商工会まつり実行委員会 

食品部会 観光・地域振興委員会 

青年部 金融審査委員会 

女性部  
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【課題】 

①現状では、豊明市の北東から南西に続く県道５７号線と市南部を走る伊勢湾岸自動

車道豊明ＩＣや国道１号線、国道２３号線が交差するポイントに自動車が集中して

いたが、県道５６号線が開通し工業団地の造成が進むと、流通（ひと・もの）の流

れが豊明市南東から刈谷スマートＩＣへの流れが増加する。５７号線・１号線沿い

の賑わいが衰退しないよう手を講じていく必要がある。また５６号線沿いに新たに

商業を集積させる機会が訪れるので、単なる車両の通過ポイントとならぬよう施策

を講じる必要がある。     

②デジタル技術に不慣れな小規模事業者が多く、経営のデジタル化に遅れが生じる可

能性がある。 

③地域内に大学や高校があるが、商工会・商工業者と教育・研究機関との連携が弱い。 

④高齢化が進んでおり、労働力不足や地域サービスへの影響が懸念される。 

⑤歴史的文化遺産が豊富で、観光資源として活用可能であるが、素材を活かしきれて

いない。地元の特産品や観光地を活かした観光産業の振興が期待される。 

⑥商工会の部会活動や委員会活動は活発に実施されているが将来の商工会存続の意 

義を考慮し、今後は経営発達支援事業にウエイトを置いた事業内容にシフトしてい

く必要がある。 

  

  このような現況及び課題を踏まえた当商工会の「小規模事業者の長期的な振興のあ

り方」は次のとおり。 

 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

豊明市の総合計画を踏まえた商工会の長期ビジョン（10年後を見据えて） 

第５次豊明市総合計画の中で、まちの未来像は「みんなでつなぐ しあわせのまち 

とよあけ」とあり、豊明市は持続可能な「誰一人取り残さないまち」を目指している。

それを踏まえ、豊明市商工会が目指す１０年後の産業構造を見据えた小規模事業者に

対する「長期的な振興のあり方」は以下の通りである。 

 

ア 地域特性と商業振興策の推進 

・地域の特性を把握した事業計画の策定支援  

柿ノ木工業団地と都市計画（豊明間米南部土地区画整理事業・寺池土地区画整理

事業）を見据え、立地企業と地元業者の取引増加や人口流入による地域経済の活性

化や商業振興に配慮した個社の事業計画策定を支援する。 

・ＤＸとスマートシティ化に即した経営支援  

産業振興のために DX（デジタルトランスフォーメーション）の導入が不可欠であ

る。IT技術を活用して業務効率を高め、販路開拓や生産性を向上させるための事業

計画策定と実施を支援する。これにより、産業活動の効率化と住民生活の質の向上

も期待できる。 
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イ 商業のデジタル化とキャッシュレス決済の進展 

今後１０年間で、商業はデジタル化が進み、eコマースやオンラインショッピン

グが主流になると予想される。また、対面販売においてもキャッシュレス決済の比

率が増加する見込みである。これに伴い、消費者の行動やデジタルマーケティング、

サービス提供の手法も進化すると考えられる。 

このデジタル経済の拡大に対応するため、商工会がデジタル化の推進支援を行う

ことがますます重要になる。具体的には、ｅコマースやデジタルマーケティングを

支援するプログラムを導入し、地域の小売店や飲食店がオンライン販売を強化でき

るようにサポートしていく必要がある。 

  

ウ 地域内連携による福祉サービスの充実 

    地元の学校や大学、企業との連携を強化することで、小規模事業者の福祉事業や

サービスを充実させる。高齢化が進むことが予測される中、10年後を見据えると、

地域内の連携なしでは福祉サービスなどの提供が厳しくなる。 

 

エ 工業と雇用の変化 

１０年後の工業については次の変化が伴う。先端技術としてＡＩ、ＩｏＴの活用が

ますます進む。環境問題への対応として、再生可能エネルギーやリサイクル関連の考

え方が今以上に重要視される。また、リモートワークやフレキシブルな働き方が普及

し、労働市場が柔軟に変化する。持続可能な支援として、新技術の導入支援や事業計

画の策定だけでなく企業による子育て支援制度の整備などの働き方の支援も必要にな

る。例えば、地元の福祉サービス事業者と工業事業者のマッチングや若者にインター

ンシップの機会を提供することなども考えられる。 

 

オ 産業の多様化とスタートアップ支援 

   豊明市内における新規ビジネスの育成を促進するため、創業支援を強化する。 

 

カ サービス業の振興策 

デジタル化が進む中、高齢者やデジタル技術に不慣れな人々が取り残されないよう、

地域格差の拡大を防ぐことが重要である。これに伴い、デジタル化に対応できるよう

な個社支援を進め、例えば地域密着型の福祉や子育て支援サービスを強化し、地域住

民のニーズに応えつつ個社支援を実施する。また、リモートワークやデジタルサービ

スの需要が高まる中で、あらたな起業の創出や進出にも対応し支援していく。 
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キ 観光産業の振興策 

今後１０年間で、日本の外国人観光客数が増加すると予想される中、豊明市の外国

人観光客は少ないため、まだまだ改善の余地がある。地元の特産品や文化を活かした

観光資源の掘り起こしや店舗プロモーションを強化することがポイントである。これ

により、観光も視野に入れた商業活動を支援する。 

 

ク 経営発達支援事業を意識した部会活動・委員会活動 

  商工会の部会活動や委員会活動においても、将来の商工会存続の意義を考慮し経営

発達支援事業にシフトした活動計画を立案・実施する。 

 

 

上記を踏まえた経営発達支援計画の目標は以下のとおり。 

 

（３）経営発達支援事業の目標 

 

  

（１）豊明市の都市づくり計画（都市計画、道路計画、工業団地・福祉）に即した 

地域の課題を解決し魅力を醸成する小規模事業者の育成 

 

（２）次代を見据えた、ＤＸ化による小規模事業者の技術・サービス・経営力の 

維持向上 

 

（３）地域の課題を解決し地域に必要不可欠な存在となりうる小規模事業者の育成 

（創業・事業承継含む） 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２ 経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１） 経営発達支援事業の実施期間（令和７年４月１日～令和１２年３月３１日） 

（２） 目標の達成に向けた方針 

 

①豊明市の都市づくり計画（都市計画、道路計画、工業団地・福祉）に 

即した地域の課題を解決し魅力を醸成する小規模事業者の育成 

 

新住宅地域の移住者に向け、地元での消費を喚起するため、商工会会員情報や地

域情報の提供を強化し、事業計画策定支援に小規模事業者のＰＲ・販路開拓支援を

追加する。新設される工業団地に向けては地元事業者との取引促進を図る。県道56

号線の開通や豊明市内にある学校や観光施設など地域の魅力も活かして、事業計画

策定を支援する。 

 

 

②次代を見据えたＤＸ化による小規模事業者の技術・サービス・経営力の維持向上 

ＤＸ化支援では、セミナーや個別相談を通じた ITツールの活用促進、使いやすい

ツールを紹介し、専門家の支援も交えて課題解決を図り、経営戦略と結びつけ長期

的な価値創出を目指す。 

 

  

③創業や事業承継により、地域の課題を解決し地域に必要不可欠な存在となりうる

小規模事業者の育成 

   創業者には、経営、財務、人材育成、販路開拓などの知識習得を支援し、地域の

課題解決にも繋がる創業支援を行う。事業承継では企業ごとに異なる状況に対応す

るため、個別相談会を通じて具体的な課題を解決し、適切な承継計画の策定を支援

する。事業承継により地元の経済の衰弱を阻止し、地域経済の持続的発展を目指す。 

 

④事業の持続的な発展のための伴走型支援 

事業の持続的発展には、経営環境の変化に対応した計画の策定・実行と、定期的

な見直し（ＰＤＣＡサイクル）が重要である。小規模事業者に対しては、課題解決

から改善までを支援する伴走型支援を提供し、自律的に経営を管理・改善できる小

規模事業者の育成を目指す。 
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Ⅰ 経営発達支援事業の内容 

 

３ 地域の経済動向調査に関すること 

 

（１）現状と課題 

  【現状】 

行政・金融機関等実施の各景況調査の結果や愛知県商工会連合会の実施してい

る中小企業景況調査報告書について会員への情報提供とともに当商工会ＷＥＢ

サイトで非会員にも情報提供している。 

本会商工会員１００事業所に対して、年１回、経済動向等に関するアンケート

を行い、シンクタンクに分析を依頼し、その報告書を情報提供しＷＥＢサイト上

に掲載し商工会員には資料配布している。 

 

  【課題】 

    行政・金融機関等実施の景況調査の内容や経済動向等を問うアンケートが小規

模事業者の課題を的確に把握するためのデータして活用できていたか検証する

と、あまり参考とされていないことが会員へのヒアリングで明らかになってい

る。そのため、小規模事業者が事業計画を策定する際の市場調査や地域経済動向

の分析結果の資料として活用できていない。 

今後は「RESAS」などのビッグデータを活用した情報収集及び分析も行い、地域

の経済動向を広く周知し事業計画策定の資料として活用していく必要がある。 

 

（２）目標 
項目 公表方法 現状 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 

① 経済動向 

情報公表回数 
WEB掲載 1 1 1 1 1 1 

②地区内経済動向 

調査公表回数 
WEB掲載 1 1 1 1 1 1 

③地区内経済動向 

分析公表回数 

（RESAS などのビ

ッグデータ） 

WEB掲載 0 1 1 1 1 1 

 

（３）事業内容 

① 経済動向情報公表 

愛知県商工会連合会が行っている中小企業景況調査報告書を公表し外部経営

環境の変化について理解を進め、経営判断に利用してもらうと共に、経営分析

及び事業計画策定等にも活用する。 
 

【調査方法・調査対象】 

豊明市対象事業者（１５者）と愛知県商工会連合会（２００者）が提供する中小企業景況調査

報告書を比較し分析する。 

【調査項目】 

   売上ＤＩ・採算ＤＩ・資金繰りＤＩ・設備投資の状況・経営上の問題 

  【分析手法】 

   経営指導員等が分析し必要に応じて外部専門家と連携しさらに分析を行う。 
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② 地区内経済動向調査公表 

本会商工会員１００事業所に対して、年１回、経済動向等を問うアンケートを

行い、回答データの集計・分析を行い、外部経営環境の変化について理解を進め、

経営判断に利用してもらうと共に、経営分析及び経営(事業)計画策定等にも活用

する。 

 
【調査方法・調査対象】 

豊明市対象事業者（小売・飲食業３５、サービス業等２５、製造業２０、建築業２０、 

計１００者を目標）に対し経済動向等を問うアンケートを実施する。 

【調査項目】 

売上状況、仕入状況、需要動向、利益状況、資金繰り状況、設備投資状況、 

経営上の課題・問題点、商工会への要望 

  【分析手法】 

   経営指導員等が分析し必要があれば外部専門家と連携して分析する。 

 

③ 地域内の経済動向等公表 

地域の経済や社会のデータを可視化して提供する RESAS（地域経済分析システ

ム）を活用して地域課題を分析し、効果的な政策や事業戦略を立案するためのツ

ールとして利用する。 
  

【調査手法】 

経営指導員が「RESAS」（地域経済分析システム）を活用し、経済動向分析を行う。  

【調査項目】 

豊明市の経済動向調査：豊明市の産業ごとの GDP 推移や人口推移、観光客数などを調べる。 

事業所数の推移：どの産業が成長しているのか、どの分野が縮小しているのかを把握 

新規開業率：開業した事業所数や、既存の事業所がどのくらい存続しているかなどの指標を確 

認しビジネス環境の活性度を測定 

【分析手法】 

経営指導員等が分析し必要があれば外部専門家とも連携して調査分析する。  

 

（４）調査結果の活用方法 

   ・データの有無が事業者や関係者の心を動かすことを意識して、豊明市の経済状

況を多角的に分析し、これらの資料を有効活用することで質の高い事業計画策

定支援へと結びつける。 

   ・調査結果を新たな事業展開などへの参考資料とし販路拡大を図る小規模事業者

の掘り起こしに寄与する。 

   ・商工会職員や専門家による経営支援や事業計画策定支援の際の資料として活用

する。 
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４ 需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題  

【現状】 

① 国・県・金融機関・業界団体等が行う需要に関する調査結果の提供 

国や県・金融機関が行う消費動向調査の結果を収集分析し取りまとめた内容 

や、各種業界団体が行う需要動向調査や新技術・トレンドに関するレポートな

どの結果を業種に合わせ収集し分析し情報提供している。 

 

② 需要動向調査結果の提供 

小売り・飲食・サービス業５０事業者に対し、需要動向に関するアンケート

調査を実施。項目の中に需要動向の項目も設け、他項目と合わせ回答の集計を

行い、まとめた分析結果を情報提供している。 

 

【課題】 

アンケート調査については回答者が事業者のため、消費者ニーズを的確に捉

えているとは言い難い。調査項目がマーケットインの考え方に立っていない。 

需要動向は消費者や住民よりアンケート調査する必要がある。 

 

（２）目標 

需要動向調査（情報収集・整理・分析）の目標 
項目 現状 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

アンケート調査数 50 50 50 50 50 50 

各種情報統計サイトの調査

結果の分析と取りまとめ 
1 １ １ １ １ １ 

 

（３）事業内容 

個々の小規模事業者の新製品・新サービスのターゲット層に対して、当該新製品・

新サービスに対するニーズを 確認するために、インターネットを介してターゲット

層の生の声を収集する。その当該調査の分析結果を、 個々の小規模事業者に提供し、

当該新製品・新サービスの事業計画に反映していく。  

[手段・方法・サンプル数]  

新製品・新サービスのカテゴリーやターゲット、解決できる課題などによって、

最適な調査の手法は変わるため、例示として、下記のような方法を検討する。 

 

① 新製品・新サービスについて、または、それらの販売促進活動について、未発表の

段階で、内部的に評価を確認して実効性を確認する調査手法の例  

・確認したいことを調査項目として設定し、紙の調査票またはインターネット上の

Google Form に調査票を設定し、ターゲット層となりそうな関係者(商工会役職員

の知り合い等)に依頼し、その回答を集計する。  

・確認したいことについては、個々の事業者とともに確認して設定し、調査したい

内容や、仮説として設定している内容が検証できるものとする。  

・数値や割合等の定量的な結果が必要と判断する場合は、回収サンプル数を 50 以上

とするが、感想や評価などの定性的な結果を求める場合には、最低で 10 サンプル

程度でもよいものとする。 
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② ターゲットが足元の商圏に限定せず、生活者のニーズがどんなところにあるか確認

し、新製品・新サービス の市場性を確認する調査手法の例  

 

・インターネット調査会社マクロミルのサービス「ミルトーク」の「きいてミル」

サービスを活用して、ターゲット層の人々の生の声を集める。 

・「ミルトーク」の「きいてミル」の概要:掲示板として、テーマを設定して、その

テーマに関する回答を収集するサービス。無料プランの場合 100 サンプル回収ま

で収集可能で、さらに、30 サンプルまでの書き込みの閲覧は無料である。有料で、

データのダウンロードなども可能。テーマによっては、数時間で 100 サンプル回

収できるサービスを活用することで、スピード感をもって、新製品・新サービス

への反映が可能になる。 

 

③ 豊明市の消費傾向を調査する。 

 

「RESAS」（地域経済分析システム）を活用する。 

POSデータを用いて、業種別の消費額: 各業種（食品、衣料、家電など）に対して、

どのくらいの消費がされているか分析する。 

消費者の属性: 消費者の年代や性別ごとにどのような消費傾向があるか分析する。 

時期ごとの変動: 季節や月ごとに、消費額がどのように変動しているか分析する。 

地域間の比較: 豊明市内のデータを他の市町村や都道府県と比較する。 

 

 

（４）調査結果の活用 

   需要動向調査の結果は、小規模事業者がより効果的な事業戦略を立案するための

羅針盤とする。商品・サービスの開発・改善に役立てる。 

   新商品・新サービスの開発では、顧客の潜在的なニーズや市場のトレンドを捉え

て新たな商品を創出し、既存商品の不満点や要望を基に品質や機能を向上させる。 

ターゲット層を明確にすることで、効果的なマーケティングを可能にする。 

   

 

５ 経営状況の分析に関すること 

 

（１）現状と課題  

  【現状】 

経営指導員が中小企業基盤整備機構の「経営自己診断システム」を活用し小規

模事業者の経営分析を実施し、経営分析結果を踏まえた経営課題を抽出している。 

 

【課題】 

経営状況の分析は、本来、課題の抽出や解決策の検討に活用されるべきだが、

多くの事業者は融資や補助金申請のためだけに行い、分析が目的達成後に止まる

傾向がある。また、数値や割合など具体的なデータを把握している小規模事業者

が少なく、経営分析の必要性や重要性への理解が不足している。 
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（２）目標 
項目 現状 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

経営状況分析事業所数     30 20 20 20 20 20 

   

（３）事業内容 

財務分析と非財務分析を両方実施し、今まで以上に時間をかけ多角的に分析す

る。１事業所あたりの分析にかける時間を増やすため事業所数は減らすが、丁寧

に対応する。 

 

① 財務分析 

決算データの入力により経営分析ができる中小企業基盤整備機構の「経営自己

診断システム」を経営指導員等が用いて分析する。 

 

② 非財務分析 

自社の状況や市場でのポジションを把握するのに有効な「ＳＷＯＴ分析」を実

施する。内部環境（ Strengths=強み、 Weaknesses=弱み）と外部環境

（Opportunities=機会、Threats=脅威）を 4つの要素に分けて分析する。 

 

③ 経営分析の実施手法 

巡回訪問・窓口相談の対象者、金融・税務等の個別相談会等の参加者の内、経

営分析が必要と思われる小規模事業者をピックアップし、経営分析を実施する。 

 

④ 経営分析を行う項目 

経営自己診断システムでは収益性、効率性、生産性、安全性、成長性を分析し、

同業種との財務指標との比較を行い、経営状況の把握を行う。 

ＳＷＯＴ分析では、強みや弱みを明確にし、機会と脅威を分析する。事業計画

の立案に活かす資料とする。 

 

（４）分析結果の活用 

経営課題を抽出・整理するとともに、分析結果を課題解決、経営ビジョン・経

営方針を実現するための事業計画の策定支援へ繋げる。 

 

６ 事業計画策定支援に関すること 

 

（１）現状と課題 

【現状】 

① 事業計画策定の理解不足 

計画書作成における分析の不慣れやデータ収集・活用能力の欠如が見られる。 

頭の中の構想を具体的な計画書に落とし込む技術が不足している。 

 

② 質の低い事業計画書の作成 

経営分析に基づかず、インターネット記事や他社の計画を引用する小規模事

業者が多く、自社の現状や将来像と乖離した内容の計画書が作成される。 
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③ 事業計画策定セミナーの参加者減少と創業者の増加 

事業計画策定セミナーは年１回開催しているが、個別相談のニーズが増え、

セミナーの申し込みが減少しており開催を検討する必要がある。 

周辺３市１町（豊明市、日進市、長久手市、東郷町）で共同開催する特定

創業支援セミナーは好評だが年 1回の開催のため、セミナー実施後の受講希

望者があり機会損失が存在している。 

 

④ デジタル化への対応不足 

デジタル化など小規模事業者を取り巻く環境の変化や、ビジネスのあり方

そのものが大きく変わっていることに対する支援が不十分である。 

 

⑤ 事業承継についての支援 

現状では相談が少なく相談があった場合は、日本政策金融公庫事業承継マ

ッチング支援へ登録し、愛知県事業承継・引継ぎ支援センターへ取り次いで

いる。 

 

【課題】 

① 事業計画策定の実効性向上 

計画書作成の意義を小規模事業者に理解させる啓発が不足。 

データ収集・分析能力や文章化能力の育成が必要。 

② 計画と実態の乖離解消 

小規模事業者が自身の実情に即した事業計画を作成できるよう具体的な支援 

が不足。 

③ DX化の推進と認識醸成 

ＤＸ化の必要性を小規模事業者に訴求する取り組みが不十分。 

④ 創業者への支援機会の創出 

創業支援セミナーに参加できなかった場合の支援の充実。 

⑤ 事業承継の相談に対する内部での支援の充実 

小規模事業者の高齢化が進んでおり、支援ニーズが徐々に増加すると見込ま 

れる。 

外部機関との連携を継続しつつも、商工会内部で独自に支援を行える体制を構 

築する。 

 

（２）支援に対する考え方 

事業計画策定支援は、地域の企業が抱える課題を解決し、持続的な成長を促す

ために不可欠なものである。単に計画書を作成するだけでなく、企業の現状を深

く理解し、その将来像を共に描き出すことが重要である。企業の潜在能力を引き

出すためには、「対話」「傾聴」「気づき」という 3 つの要素を軸にして支援する。 
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・対話による共創 

小規模事業者が目指す将来像を、商工会と共に見出し、共通の目標を設定する。 

小規模事業者が抱える課題を共有し、解決策を共に模索する。 

・傾聴による理解 

小規模事業者の背景、歴史、そして経営者の想いを深く傾聴する。 

表面的なニーズだけでなく、潜在的に抱えているニーズを発見する。 

小規模事業者ごとに異なる状況や課題を理解し、最適な支援を提供する。 

・気づきによる成長 

小規模事業者が持つ潜在能力を引き出し、新たな事業展開や成長へと繋げる。 

変化の激しい経営環境に対応できるよう、柔軟な思考と行動を促す。 

 

① 小規模事業者向け 

ア 意識啓発と実践支援 

個別相談において、業種別のデータ収集・分析方法を提供し、事業計画の

実効性を高める。 

イ DX推進の基盤整備 

ＤＸ活用の具体例を挙げたセミナーを実施し、既存業務の効率化や新規市

場開拓の可能性を示す。セミナーの内容を考慮し商業・サービス業向けと工

業向けに分けて開催する。また、成功事例を共有し公表することで関心を高

める。 

ウ 個別の事業承継支援 

事業承継は、企業規模、業種、家族構成など、小規模事業者ごとに状況が

大きく異なる。セミナーでは、全ての企業のニーズに合った情報を提供する

ことが難しい場合があるので、個別相談会を開催することにより、企業が抱

える具体的な問題や疑問点に寄り添った事業承継計画の策定を支援する。 

 

② 創業者向け 

ア 計画策定の基礎支援 

創業者向けには、構想を具体化するプロセスや基本的な事業計画書の書き 

方を初歩から支援する。 

イ 創業フェーズに適した支援 

専門家が創業段階での課題（資金計画、マーケティング計画）を個別にサ 

ポート。実現可能性のある計画書作成を後押しする。 

ウ デジタル化の初期支援 

デジタル社会における経営基盤を確立するため、ＤＸを創業段階から導 

入するための簡易ツールや低コストのプラットフォームを紹介する。 

   エ 創業支援セミナーの開催及び豊明市商工会単独での創業塾の開催 

４市町（豊明市・長久手市・日進市・東郷町）合同で開催している創業支

援セミナーは年１度しかないため、必要十分な創業支援を実施できていない。 
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年間を通して、創業を希望する人には、専門家派遣による創業個別支援プ

ログラム（豊明市商工会独自の創業塾）を実施する。経営（中小企業診断士）、

販路開拓（中小企業診断士）、財務（税理士、日本政策金融公庫）、人材育

成（社会保険労務士）と各４回、各専門家に講師を依頼し実施する。 

産業競争力強化法の創業支援事業計画に基づかないとしても創業者の相談

需要に応え、将来的には特定創業支援事業に認められるよう関係機関へ陳情

する。 

 

（３）目標   
項目 現状 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

事業計画策定事業者数     13 15 15 15 15 15 

創業支援セミナー開催回数（合同）      1 1 1 1 1 1 

創業塾開催回数（単独） ―     1 1 1 1 1 

ＤＸ化支援セミナー開催回数     2 2 2 2 2 2 

事業承継個別相談会 ― 2 2 2 2 2 

 

 

（４） 事業内容 

① 事業計画の策定 

【支援対象】経営分析を行った小規模事業者・創業支援セミナー、ＤＸ化支援セミ 

ナーの参加者を対象とする。 

【手段・手法】必要に応じて外部専門家を交え、事業計画策定の支援を行う。 

 

② 創業支援セミナーの開催  

【支援対象】創業に関するノウハウが不足する起業希望者  

【募集方法】各商工会の会報誌への同封、市の広報誌・金融機関にチラシを置く。  

【講   師】愛知県商工会連合会にてエキスパート登録を行っている専門家など 

【開催回数】１回（全４日） 

【カリキュラム】 

経営・財務会計・人材育成・創業実務（社会保険・開業手続きなど）・ 

集客・販路開拓（マーケティングの基本・販売促進策など） 

【参加者数】４市町（豊明市・長久手市・日進市・東郷町）合計で２０者程度  

 

③ 創業塾の開催 

【支援対象】創業に関するノウハウが不足する起業希望者  

【募集方法】市の広報誌及び案内文書の郵送等による。  

【講   師】愛知県商工会連合会にてエキスパート登録を行っている専門家など 

【開催回数】1 回（全２日） 

【カリキュラム】 

経営・財務会計・人材育成・創業実務（社会保険・開業手続きなど）・ 

集客・販路開拓（マーケティングの基本・販売促進策など） 

【参加者数】5者程度  
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④ ＤＸ化支援セミナーの開催  

デジタル化が急速に進む経営環境の変化に対応し競争力の維持・強化に向け事

務効率化や生産性向上を図るためＤＸ化支援セミナーを開催し、経営のＤＸ化を

事業計画策定に盛り込むよう支援する。セミナーは初級者でもわかりやすい内容

を心掛け経営者の意識改革（パソコン・ＳＮＳを使わない人も対象とする）も行う。 

【支援対象】ＤＸに関するノウハウが不足する小規模事業者  

【募集方法】商工会のホームページ、広報で周知する。 

【講   師】愛知県商工会連合会にてエキスパート登録を行っている専門家など  

【開催回数】２回 （商業・サービス業向け１回、工業向け１回） 

【カリキュラム】 

ＤＸ 関連技術（クラウドサービス、ＡＩ等）や具体的な活用事例 ・  

クラウド型顧客管理ツールの紹介 ・ＳＮＳを活用した情報発信方

法 ・EC サイトの利用方法  

【参加者数】各１０者程度 また、セミナーを受講した小規模事業者の中から取り組

み意欲の高い事業者に対しては、経営指導員等による相談対応・経営

指導を行う中で、必要に応じてＩＴ専門家派遣を実施する。 

 

⑤ 事業承継個別相談会 

個別相談会を開催することにより、企業が抱える具体的な問題や疑問点に深く寄

り添った事業承継計画の策定を支援する。 

【支援対象】事業承継に関して何から手をつけたらよいかわからない小規模事業者  

【募集方法】商工会のホームページ、広報で周知する。 

【講   師】愛知県商工会連合会にてエキスパート登録を行っている専門家など  

【開催回数】2回 （商業・サービス業向け１回、工業向け１回） 

【カリキュラム】 

事業承継の選択肢（家族内承継、従業員への承継、M&A、事業売却）法

律・税務（相続税、贈与税、会社法）その他関連法規（労働法、商法）

事業承継計画の作成支援 

【参加者数】1回の開催あたり２者 

 

（５）計画策定支援の手法 

事業計画策定支援は、企業の規模や業種に応じて柔軟に対応しながらも、現状分

析、目標設定、戦略立案、実行計画の４ステップを基礎とする。現状分析では、自

社の強み・弱みを明確化し、市場や財務、組織の状況を把握。目標設定では 3～5年

後の具体的な姿を描き、戦略立案では成長、競争、マーケティング戦略を策定する。

実行計画では期限や予算を明確にし、進捗管理を徹底する。支援には専門家の活用

などを組み合わせ、経営陣や従業員の参画を促進。１事業者３回の支援を想定する。 
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７ 事業計画策定後の実施支援に関すること 

 

（１）現状と課題 

【現状】 

事業計画の策定については小規模事業者によって意識の差が大きく、施策の活用

を目的に作成された計画は、策定後に見直しや改善が行われないケースが多いのが

現状である。 

 

【課題】 

事業計画策定後のフォローアップ支援は、策定した計画を確実に実行に移し、期

待される成果を上げるための重要なプロセスである。この段階での支援には、小規

模事業者の課題や環境に応じた具体的なアプローチが必要となる。 

 

（２）支援に対する考え方 

計画策定後は、小規模事業者が計画の実行に際して直面する課題をタイムリーにサ

ポートする「伴走型支援」が不可欠である。時には専門家が現場に密着し、適切な助

言や解決策を提供することで、小規模事業者の自律性を高める。 

 

① PDCAサイクルの徹底 

計画の実行段階では、計画 (Plan) → 実行 (Do) → 評価 (Check) → 改善 (Act)  

を繰り返し、柔軟に対応する仕組みを支援する。 

② 課題解決型のアプローチ 

一律の支援ではなく、業種・業態や事業フェーズごとの特性に応じた具体的な解

決策を提供する。 

 

（３）目標   
項目 現状 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 

フォローアップ実施事業者数 8 15 15 15 15 15 

フォローアップ延回数 30 45 45 45 45 45 

売上増加事業者数 2     3  3 3 3 3 

利益率増加事業者数 2     3  3 3 3 3 

事業承継の完了した事業者数 － 1 1 1 1 1 

 

（４）事業内容 

事業計画の進捗管理について、四半期ごとに確認して、計画と実績のギャップを

分析し、課題を可視化するとともに、新たな目標や計画の調整を提案する。実行支

援として、具体的なアクションプランを作成し、スケジュールや優先順位を明確化

しつつ、担当者の役割分担を設定し、外部機関の協力（金融機関等）や補助金の活

用で資源不足を補う。   

さらに、ＤＸの導入支援として、適切なデジタルツールの選定や専門家との対話

の場を設け、課題解決をサポートする。また、小規模事業者が自律的に行動できる

よう、小さな成功体験を共有し、他の事業者の成功事例を紹介することで継続的な

モチベーションを支援する。 
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８ 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

「ビジネスマッチング交流会」により地区内商工業者を対象に名刺交換並びに

各々の事業の紹介や情報交換を実施している。 

メッセナゴヤ等各機関主催の展示会への出展についても支援している。 

 

【課題】 

販路開拓支援の手段が少ない。新たな販路開拓にはＤＸ推進が必要であるという

ことを今まで以上に認識してもらうことが重要であり、小規模事業者の取り組みを

積極的に支援していく必要がある。 

 

（２）支援に対する考え方 

事業計画策定に取り組む小規模事業者を主な対象支援先として、豊明市近郊を商圏

とする小規模事業者には「ビジネスマッチング交流会」への参加を促し販路開拓への

取り組みを伴走型で支援する。 

製造業を中心に県内全域や全国を商圏としたい小規模事業者にはメッセナゴヤなど

の展示会への参加を促す。小規模事業者の商材やサービス、ターゲットとする市場な

どから最適なイベントを小規模事業者とともに調査し出展を検討する。 

出展に際しては、ＰＲ方法等について小規模事業者と検討し、必要に応じて外部専

門家に助言を求め、出展成果につなげる。 

  豊明市内を商圏と考える小規模事業者には商工会まつりのステージ上にて小規模

事業者の商品やサービスを紹介するコーナーを設置する。これらの小規模事業者につ

いては、需要動向調査を実施した市民・消費者向けに、事業者の商品・サービスを紹

介し、地元小規模事業者を知ってもらい活用して頂く足がかりとする。 

  ・全国・県を商圏とする →展示会（メッセナゴヤ） 

  ・豊明市近郊を商圏とする→ビジネスマッチング交流会 

  ・豊明市内を商圏とする →商工会まつり 

・ＤＸ化の推進についてはＳＮＳを活用した販路開拓を実践する。場合によっては 

外部専門家と連携して支援する。また、ふるさと納税返礼品制度の活用も含めて 

支援する。 

 

（３）目標 
項目 現状 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11年度 

ビジネスマッチング交流会商談件数 6      6 6 6 6 6 

 内 売上増加事業者件数 2 2 2 2 2 2 

展示会等出展事業所数 1      3 3 3 3 3 

 内 売上増加事業者件数 1 1 1 1 1 1 

ＳＮＳの利活用事業所数 - 3 3 3 3 3 

 内 売上増加事業者件数 - 2 2 2 2 2 

商工会まつりでのＰＲ事業所数 - 2 2 2 2 2 

内 売上増加事業者件数 - 1 1 1 1 1 
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（４）事業内容 

①「ビジネスマッチング交流会」の開催（継続） 

豊明市近郊の商工業者を対象に名刺交換並びに各々の事業の紹介や情報交換が

できる「ビジネスマッチング交流会」を開催することにより、小規模事業者同士

の連携等取引促進、販路拡大を支援する。 

  

② メッセナゴヤ等各機関主催の展示会への出展支援（継続） 

ポートメッセ名古屋で開催される日本最大級の異業種交流展示会でビジネスチャ

ンスの獲得を目指し事業ＰＲについて支援する。 

   

・メッセナゴヤ概要 

例年、出展規模が約 800社・団体、来場者数は約 50,000名を誇る。 

日本最大級の製造業、サービス業、情報通信業等の異業種交流展示会（オンラ 

インあり）であり、新規の販路開拓、契約受注等を支援する。 

 

③ ＳＮＳの利活用 

ＤＸ化の一環として、ＳＮＳ（インスタグラム・Ｘ（旧ツイッター）・ＬＩＮＥ等）

の活用を支援し、地域を越えた新たな商圏の開拓を目指す。ＳＮＳによる情報発信

と売上推移のデータを検証しながら、効果的な活用方法を提案する。また、SNS で

の販促活動や販売では、詳細なデータ収集が可能なこともあり、そのデータの分析

や活用に関する相談にも対応する。これらの支援には、専門家派遣制度を活用し、

小規模事業者の課題解決と成長を後押しする。  

 

  【ＳＮＳを事業に活かすねらい】 

ア ＳＮＳは、企業が顧客との関係を深め、ブランド力を高め、売上アップにつ

なげるための強力なツールである。 

イ 具体的には、新規顧客の獲得、ブランドイメージ向上、顧客とのコミュニケ

ーション強化、商品・サービスのＰＲ、企業の活性化といった効果が期待で

きる。 

ウ ＳＮＳを活用することで、企業は以下のようなメリットを得られる。 

・顧客との距離を縮め、より深い関係を築く。 

・自社の魅力を広く発信し、認知度を高める。 

・購買意欲を高め、売上を向上させる。 

・従業員のモチベーションを向上させ、企業文化を醸成する。 

 

④ 商工会まつりでのＰＲ 

商工会まつりは、抽選券の発行が 1,500 弱あることから 3,000 人以上の来場者

があると思われる。 

事業計画策定事業所を中心に選定して、商工会まつりのステージ上にて小規模

事業者の商品やサービスを紹介するコーナーを設置する。商工会まつりにて消費

者である一般市民への認知度向上を図るため小規模事業者のＰＲの場として今ま

で以上に活用する。 
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Ⅱ 経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組み 

 

９ 事業評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

 

（１）現状と課題 

【現状】 

豊明市産業支援課長、名古屋大学教授、中小企業診断士、税理士、金融機関等の外

部有識者、法定経営指導員で構成する有識者会議を実施している。 

事業評価委員会での評価等を、商工会役員で構成する正副会長会議において報告する

ことになっているができていない。 

事業計画の見直し・改善についての方針を取りまとめ、事業の改善はＰＤＣＡサイ

クルで実践している。 

 

【課題】 

事業評価について定量的評価報告書を作成して公表する必要性がある。 

 

（２）事業内容 

毎年度、本計画に記載の事業の実施状況及び成果について、以下の方法により 

評価・検証を行う。 

 

① 事業評価委員会の委員（中小企業診断士、法定経営指導員、豊明市産業支援課担

当者）を選定し、定量的評価書を作成して成果について検討し、評価等を商工会

役員で構成する正副会長会議において報告する。事業計画の見直し・改善につい

ての方針を取りまとめ事業の改善を図る。このＰＤＣＡサイクルを毎年度１回実

施する。 

 

② 事業の成果・評価・見直しの結果を常に閲覧可能な状態となるよう商工会ＷＥＢ

サイトにて公表する。 

 

１０ 経営指導員等の資質向上等に関すること 

 

（１） 現状と課題 

【現状】 

愛知県商工会連合会が主催する研修の参加に加え、豊明市商工会内で「税務に関す

る勉強会」と「ＤＸ化支援セミナー」をそれぞれ年１回開催し、職員全員が参加し、

支援能力の向上を図っている。 

 

【課題】 

ＤＸ化に関する知識については不足がちであり、支援能力の向上を図る必要性が

ある。経営指導員の支援内容について全職員との情報共有が弱い。事業計画書や支援

内容の閲覧、専門家派遣の報告書の回覧など、支援状況の報告・支援内容の結果など

を今まで以上に開示してＯＪＴによる職員の支援能力向上を図りたい。 
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（２）事業内容 

① 研修会への参加及び勉強会の開催 

愛知県商工会連合会が主催する研修会には積極的に参加することにより職員の 

資質向上をはかる。研修後は、復命書に限定することなく、朝礼や場合によっては

報告会を開催し職員内で情報を共有化する。 

   

② 支援内容のデータベース化 

   全国商工会連合会が運用する経営カルテシステムを使って、全職員が小規模事業

者に対して支援した情報を適時・的確に入力して支援データを蓄積する。データ入

力時において、必要な情報が引き継がれるように、「支援データ入力マニュアル」

を策定しデータを適切に蓄積する。蓄積された支援データを職員間で共有すること

で、小規模事業者の状況を適格かつスムーズに把握することが可能となり、支援能

力の向上を図る。 

 

③ 支援能力研修会の開催 

豊明市商工会内で「税務に関する勉強会」と「ＤＸ化支援セミナー」については

継続して開催し、知識習得に努める。 

   経営指導員の支援内容は全職員に開示して、書類については常に閲覧可能な状態

にし、支援・助言内容、情報収集方法を提供し、ＯＪＴによる伴走型の支援能力の

向上を図る。 

 

④ 地区内金融機関等との連携による情報交換 

経営指導員が地区内金融機関等と連携して地区内小規模事業者の経営状況や需要

動向、支援ノウハウ等について情報交換を行い、経営支援レベルの向上を図る。 

 

（年間スケジュール） 
項目 開催時期 参加者 得られる効果 

豊明市商工会内「税務に関する勉強会」 年 1回 12名 税務知識､税務支援力向上 

豊明市商工会内「ＤＸ化支援セミナー」 年 1回 12名 ＤＸ化の支援力向上 

地区内金融機関等との連携による情報交換 随時 3名 経営支援力向上 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和６年１２月現在） 

（１） 実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市 

町村の経営発達支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村 

の共同体制／経営指導員の関与体制 等）   
 

豊明市商工会 

 

     事務局長                豊明市 産業支援課 

法定経営指導員１名 

経営指導員２名 

補助員２名 

記帳指導職員４名 

一般職員２名 
 

（２） 商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に 

規定する経営指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

 
①法定経営指導員の氏名、連絡先 

   氏 名 三井 真 

   連絡先 豊明市商工会 TEL 0562-93-6666 

 

  ②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評 

    価・見直しをする際の必要な情報の提供等を行う。  

 

（３）商工会／関係市町村連絡先 

   ① 商工会 
〒470-1125  

愛知県豊明市三崎町中ノ坪５－１ 

豊明市商工会  

TEL：0562-93-6666 ／ FAX：0562-92-7711   

E－mail：info@toyoake.net  

 
② 関係市町村 

〒470-1195  

愛知県豊明市新田町子持松 1－1  

豊明市 産業支援課  

TEL ：0562-92-8332 ／ FAX：0562-92-1141   

E－mail：sangyo@city.toyoake.lg.jp 

 

 

 

mailto:sangyo@city.toyoake.lg.jp
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                  （単位：千円） 
 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

必要な資金の額 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100 

 

 

１専門家派遣費 

２講習会等開催費 

３創業塾開催費 

４地域経済動向・ 

需要動向調査費 

  ５支援能力向上 

  研修 

 

 

1,800 

800 

200 

200 

 

100 

 

 

 

1,800 

800 

200 

200 

 

100 

 

 

 

1,800 

800 

200 

200 

 

100 

 

 

 

1,800 

800 

200 

200 

 

100 

 

 

 

1,800 

800 

200 

200 

 

100 

 

 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

 

調達方法 

１．国・全国連等の事業費補助金 

２．愛知県小規模事業経営支援事業費補助金 

３．豊明市小規模事業経営支援事業費補助金 

４．商工会費 

５．特別賦課金・手数料 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経 

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項  

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

 並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容  

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

連携体制図等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


